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平成 27 年 11 月 27 日 

各 位 

 

会社名 株式会社城南進学研究社 

代表者名 代表取締役社長 下 村 勝 己 

（ＪＡＳＤＡＱ・コ－ド４７２０） 

問合せ先 取締役管理本部長 杉 山 幸 広 

ＴＥＬ ０４４－２４６－１９５１ 

 

株式会社リンゴ・エル・エル・シーの株式取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、株式会社リンゴ・エル・エル・シー（本社：東

京都新宿区、代表取締役：林 功 以下、「リンゴ社」といいます。）の発行済株式全株を

取得し、子会社化することについて決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．株式の取得の理由 

当社は、乳幼児から社会人にわたる総合的な教育機関として、予備校部門の「城南予備

校」、個別指導部門の「城南コベッツ」、乳幼児教育の「くぼたのうけん」、幼児･児童英語

教室「ズー・フォニックス・アカデミー」等の運営を行っています。経済・情報の国際化

が急速に進む今日、世界を舞台に活躍し次世代を担う人材の育成に向けて、英語教育の改

革が急務となっています。当社は英語教育事業の本格的展開に向けて、提携先の模索を行

ってまいりました。 

リンゴ社は 1998 年の創業以来一貫して、ＴＯＥＦＬ®やＩＥＬＴＳ等の指導を通じ、生

徒の目的や能力に応じて《読む・聞く・話す・書く》の４技能をバランスよく育成し、高

い合格実績を残してきました。グローバル人材の養成が政策として掲げられた今日、リン

ゴ社はさらに幅広い事業展開を目指して、事業パートナーを探しておりました。 

当社がリンゴ社を子会社化することにより、留学生教育市場への本格的参入を図ると同

時に、グローバル人材の育成を見据えた大学入試改革への対応を能動的に進め、両社のシ

ナジー効果を最大限に発揮することができるものと判断し、本日リンゴ社の発行済株式全

株を取得することを決議いたしました。 
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２．異動する子会社（リンゴ社）の概要 

（１） 名称 株式会社リンゴ・エル・エル・シー 

（２） 所在地 東京都新宿区西新宿３－２－７ ＫＤＸ新宿ビル１階 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 林 功 

（４） 事業内容 ＴＯＥＦＬ® 等の留学試験対策専門予備校 

（５） 資本金 10 百万円 

（６） 設立年月日 平成 10 年２月 12 日 

（７） 大株主及び持株比率 林 功 氏 １名 100％ 

（８） 
上場会社と当該会社 

との間の関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

（９） 

当該会社の最近 3年間の経営成績および財政状態 

決算期 平成 25 年 1月期 平成 26 年 1月期 平成 27 年 1 月期

純資産 20,402 千円 28,844 千円 27,052 千円

総資産 30,922 千円 36,866 千円 33,497 千円

一株当たり純資産 102,012.61 円 144,220.81 円 135,260.86 円

売上高 60,933 千円 62,890 千円 61,527 千円

営業利益 3,807 千円 7,173 千円 453 千円

経常利益 1,077 千円 8,476 千円 381 千円

当期純利益 △1,680 千円 8,441 千円 △1,791 千円

一株当たり当期純利益 △8,403.78 円 42,208.20 円 △8,959.95 円

一株当たり配当金 - - - 
 

 

３．株式取得の相手先の概要 

（１） 名称 林 功 氏 １名 （100％） 

（２） 住所 東京都練馬区 

（３） 
上場会社と 

当該個人の関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 
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４．取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 

0 株  

（議決権の数： 0 個） 

（議決権所有割合：0.0％） 

（２） 取得株式数 
200 株 

（議決権の数：200 個） 

（３） 異動後の所有株式数 

200 株 

（議決権の数：200 個） 

（議決権所有割合：100.0％） 

（※）取得価額につきましては、株式取得の相手先と守秘義務契約を締結しているため開

示を差し控えておりますが、第三者機関の算定に基づく金額にて取得しております。 

 

５．日 程 

（１） 取締役会決議日 平成 27 年 11 月 27 日 

（２） 契約締結日 平成 27 年 12 月１日 （予定） 

（３） 株式譲渡実行日 平成 27 年 12 月１日 （予定） 

 

６．今後の見通し 

本件が当社連結業績に与える影響は軽微であります。 

 

以 上 


